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　（43）　 NAVERプレスセンター「まとめインセンティブにおけるAdSense広告配信

停止について」＜http://corp.naver.jp/press/press_detail？docId=488＞
  増田真樹「『グッバイ アドセンス！』NAVERまとめ が Google広告と決別 

（TechWave）　＜http://techwave.jp/archives/51702690.html＞
　（44）　 ＜http://paper.li/＞
 ＜http://summify.com/＞
　（45）　 ＜http://flipboard.com/＞ 最近のバージョンにアップにより、まとめ表示

できる対象が大幅に拡大、FacebookやTwitterのみならず、Instagramや

Tumblrなども合わせて表示できるようになった。

　（46）　 ＜http://www.qwiki.com/＞
　（47）　 ＜http://groovebug.com/＞
　（48）　 ＜http://showyou.com/＞
  「大手パブリッシャーとも提携し、Video版FlipboardのShowyouがさらに面

白い」（Techcrunch）
 ＜http://jp.techcrunch.com/archives/20110810showyou-2/＞
 ＜http://techcrunch.com/2011/08/10/showyou-2/＞
　（49）　 田中善一郎「ニューヨーク・タイムズのデジタル有料化　滑り出しは順調だが

不安も」（asahi.com）

  ＜http://www.asahi.com/digital/mediareport/TKY201109060374.html＞
　（50）　 田中善一郎「米国の地方新聞23紙、一斉にサイトの有料化を開始」（BLOGOS）
 ＜http://blogos.com/article/24922/＞
  島田範正「米国の中小零細新聞までがサイト有料化に踏み切る理由」（BLOGOS）
 ＜http://blogos.com/article/21739/＞
  島田氏は、ミネソタ大学Dan Sullivan氏のコメントを引用しつつ、「『サイト

の有料化に協力することで、大事な町の新聞がなくならないよ』と売り込」む

ことにより、ローカルニュースをカバーする報道機関がなくなる「報道空白

域」の問題を認識したローカルコミュニティによって、地方紙が支えられる可

能性を示唆している。

　（51）　 「rad iko、iOS/Andro idアプリに番組連動ソーシャル機能を追加」

（INTERNET Watch）
  ＜http://internet.watch.impress.co.jp/docs/news/20111122_492828.

html＞
　（52）　 ＜http://www3.nhk.or.jp/netradio/index.html＞
　（53）　 「全国のFM局を聴取可能、ドコモ向けスマホアプリ『ドコデモFM』」（-ケータイ 

Watch）＜http://k-tai.impress.co.jp/docs/news/20111117_491672.html＞

学習指導要領における語彙の取扱いについての考察
―新学習指導要領を中心として

川　又　正　之　　

はじめに
　川又のこれまでの研究（川又1996、1997、2008、2009他）において

は、日本の中学校、高等学校の英語教育を中心に、文部科学省検定済教科

書や学習指導要領について、語彙の習得、リーディング指導における日本

語の役割、言語とイデオロギーの観点等から多面的な分析を行い、問題点

の指摘と改善への提言を行った。

　本稿では、2008（平成20）年3月に告示された新しい中学校学習指導

要領（2012年度から全面実施）と、2009（平成21）年3月に告示された

高等学校学習指導要領（2013年度から年次進行で実施）を中心に（1）、歴

代の学習指導要領の記述を踏まえながら、語彙の取扱いについて考察を試

みる。

　なお、新学習指導要領の「文法」の取扱いの問題点については、川又

（2011）で取り上げているので、そちらを参照されたい。また、新学習

指導要領に見られる英語帝国主義のイデオロギーの問題等については、別

途、稿を起こしたいと考えている。

　以下、第1節では学習指導要領の歴史的な変遷を、第2節ではその背景

にある理念を、それぞれ概観する。第3節では新学習指導要領の改訂の要

点を示し、第4節以降で、「語彙」の取扱いを中心として考察を試みる。

1．学習指導要領の変遷（2）
　学習指導要領は、文部科学省より発行されている教育課程の基準を示す

文書である。第2次世界大戦以降から現在までの学習指導要領（英語、外

国語科）の発行、改訂、告示の年度は以下の通りである。

　1947（昭和22）年「学習指導要領・英語編（試案）」発行

　1952（昭和27）年「 中学校・高等学校学習指導要領・外国語科英語編

（試案）」発行

　1955（昭和30）年「高等学校学習指導要領・外国語科編」発行
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　（1）「コミュニケーション能力」の育成

　新学習指導要領の目標にも見られる「コミュニケーション」という用語

が指導要領に登場したのは、1989（平成元）年版の中学校・高等学校学

習指導要領からである。

　1989（平成元）年の中学校版では、文型・文法事項の学年配当枠が廃

止され、授業時数も週3時間から、週3～4時間と弾力化された。高校版で

は、「オーラル・コミュニケーションA」、「オーラル・コミュニケーション

B」、「オーラル・コミュニケーションC」が科目として新設され、いずれか

ひとつを履修するものとした。

　以下、中学版と高校版の「目標」をそれぞれ示す。

　（中学版）

　「第1　目標　

　外国語を理解し、外国語で表現する基礎的な能力を養い、外国語で積極

的にコミュニケーションを図ろうとする態度を育てるとともに、言語や文

化に対する関心を深め、国際理解の基礎を培う。」

　

　（高校版）

　「第1款　目標

　外国語を理解し、外国語で表現する能力を養い、外国語で積極的にコ

ミュニケーションを図ろうとする態度を育てるとともに、言語や文化に対

する関心を高め、国際理解を深める。」

　基本的には歴代の指導要領の記述を踏襲した内容となっているが、中

学、高校とも、「コミュニケーション」という用語が新たに登場してい

る。これは、この前回の1977（昭和52）年の中学校版および1978（昭

和53）年の高等学校版では、単に「外国語を理解し、外国語で表現する

（基礎的な）能力」（カッコ内は中学校版）となっていたものである。ま

た「積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度を育てる」と、コ

ミュニケーションと結びつける形で、「態度」の育成が外国語科の目標に

組み込まれたのも、この版が初めてである。

　これに関連して、以下の記述が中学版の「まえがき」に見られる。（高

校版の「まえがき」もほぼ同じ内容となっている。）

　「今回の改訂は、社会の変化に自ら対応できる心豊かな人間の形成を目

　1958（昭和33）年「中学校学習指導要領」改訂・告示

　1960（昭和35）年「高等学校学習指導要領」改訂・告示

　1969（昭和44）年「中学校学習指導要領」改訂・告示

　1970（昭和45）年「高等学校学習指導要領」改訂・告示

　1977（昭和52）年「中学校学習指導要領」改訂・告示

　1978（昭和53）年「高等学校学習指導要領」改訂・告示

　1989（平成元）年「中学校・高等学校学習指導要領」改訂・告示

　1998（平成10）年「中学校学習指導要領」改訂・告示

　1999（平成11）年「高等学校学習指導要領」改訂・告示

　2008（平成20）年「中学校学習指導要領」改訂・告示

　2009（平成21）年「高等学校学習指導要領」改訂・告示

　1947（昭和22）年版と1952（昭和27）年版については、「試案」とい

う位置づけであったが、1955（昭和30）年版からは「試案」の文字が消

え、1958（昭和33）年版以降は、官報による「告示」となって法的拘束

力を持つようになった。

　なお「外国語科」については、1960（昭和35）年版の高等学校学習指

導要領で9単位分が「必修」とされ、1963（昭和38）年度から1972（昭

和47）年度までの9年間にわたって実施されたが、それ以外は、中学、高

校とも「選択」教科の扱いであった。

　その後、時を経て1998（平成10）年版の中学校学習指導要領、および

1999（平成11）年版の高等学校学習指導要領において必修化され、「原則

英語履修」が中・高ともに打ち出されている。この流れは、2008（平成

20）年版の中学校学習指導要領、および2009（平成21）年版の高等学校

学習指導要領にも受け継がれている。また、新たに小学校の5、6年次に

おいても「外国語活動」（2011（平成23）年度より実施）が導入されるこ

とになった。

　最後に、今回の新版では、中学、高校のいずれにおいても、外国語科を

含む各教科と道徳の関連が明示されたことも付記しておきたい。

2．�学習指導要領の理念と制度―「コミュニケーション能力」の
育成と「外国語科」の必修化の流れ

　本節では、今回の新版にも受け継がれている大きな学習指導要領の理念

と制度、すなわち、（1）「コミュニケーション能力」の育成と、（2）「外国

語科」の必修化について取り上げる。（3）
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　「国際化の進展に対応し、外国語を使って日常的な会話や簡単な情報の

交換ができるような基礎的・実践的なコミュニケーション能力を身につけ

ることがどの生徒にも必要になってきているとの認識に立って、中学校の

外国語科を必修とすることとする。その際、英語が国際的に広くコミュニ

ケーションの手段として使われている実態などを踏まえ、英語を履修させ

ることを原則とする。」（pp. 2-3）

　高等学校の外国語科についても、同様の趣旨で再必修化されている。さ

らに、以下のように続く。

　「必修としての英語については、実践的コミュニケーション能力の基礎

を養う観点から、言語の実際の使用場面を考慮した指導の充実を図ること

により、生徒の英語に対する興味や関心を高め、基礎的・基本的な内容の

定着が一層図られるようにした。」（p. 3）

　改訂の根底にあるのが、「コミュニケーション能力」の育成と同じよう

に、「国際化＝英語」、「英語＝コミュニケーションの道具」という考え方で

あることがわかる。これは、「英語第二公用語論」（4）や「『英語が使える日

本人』の育成のための戦略構想」（5）等とも共通するものである。また、江

利川（2009）では、日本の財界から、英語教育に対する強い改革の要請

があったことが述べられている。

　今回の高校版の新学習指導要領では、これまでの「オーラル・コミュ

ニケーションⅠ」と「英語Ⅰ」との選択履修制を改めて、「コミュニケー

ション英語Ⅰ」をすべての生徒が履修する科目として指定している。ま

た、授業は「英語で行うことを基本とする」とされた。実際に英語を「使

える」能力を育成する方針は、近年の改訂毎に強く打ち出されるようにな

り、その方針に沿った制度の改編が行われてきていることがわかる。

　以上、本節では歴史的な観点から「コミュニケーション能力」の育成と

「外国語科」の必修化を概観した。次節では、新学習指導要領の改訂の要

点について取り上げる。

3．新学習指導要領の改訂の要点
　新しい中学校学習指導要領の改訂の要点をまとめると、以下のようにな

る。

指している。外国語科については、国際化の進展に対応し、国際社会の中

に生きるために必要な素養を養うという観点から、特にコミュニケーショ

ン能力の育成や国際理解の基礎を培うことをねらいとして行ったものであ

る。」

　「国際化」、「国際社会」、「国際理解」といった用語の使用からも、社会的

な変化を学習指導要領改訂の大きな理由としていることが見てとれる。な

お、「国際理解」という用語は、1977（昭和52）年「中学校学習指導要

領」改訂・告示版および1978（昭和53）年「高等学校学習指導要領」改

訂・告示版で「目標」から一度消えたのが、復活したものである。しか

し、1998（平成10）年改訂・告示版（中学校）および1999（平成11）

年改訂・告示版（高校）から再び使われなくなり、今回の改訂でも、中高

いずれの版においても使用されないままとなっている。

　1989（平成元）年版で高等学校において新設された「オーラル・コ

ミュニケーションA」、「オーラル・コミュニケーションB」、「オーラル・

コミュニケーションC」は、1999（平成11）年の改訂で「オーラル・コ

ミュニケーションⅠ」、「オーラル・コミュニケーションⅡ」となり、今回

の高校版の新学習指導要領では、大幅に拡充されて「コミュニケーション

英語基礎」、「コミュニケーション英語Ⅰ」、「コミュニケーション英語Ⅱ」、

「コミュニケーション英語Ⅲ」となった。

　「言語の使用場面と働き」については、1998（平成10）年版（中学校）

および1999（平成11）年版（高校）で登場し、今回の中・高の新学習指

導要領にそのまま受け継がれている。

　（2）「外国語科」の必修化

　1998（平成10）年版の中学校学習指導要領では、教育課程上の位置づ

けとして「外国語科」が必修教科となり、原則として英語を履修するもの

とする、とされた。また、1999（平成11）年版の高等学校学習指導要領

においても、同様に外国語科が必修教科となり、英語を履修する場合に

は、「オーラル・コミュニケーションⅠ」か「英語Ⅰ」のうちから1科目を

選んで必履修科目とする、とされた。中学校において外国語科が必修とさ

れたのはこの時が初めて、高等学校では、1963（昭和38）年から1972

（昭和47）年まで、外国語9単位が必修とされて以来のことである。

　この「必修化」に関連して、『中学校学習指導要領解説』（1998（平成

10）年版）の「中学校外国語科改訂の趣旨」には、以下の記述が見られる。
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要点を聞き取る、「話すこと」では、与えられたテーマについて簡単なス

ピーチをする、など、追加や再編成がなされた。

　（6）については、現行版の「用語や用法の区別などの指導が中心となら

ないようにする」といったこれまでの記述に、さらに新しい項目として付

け加えられたものである。

　新しい高等学校学習指導要領の改訂の要点については、以下のようにま

とめられる。

　（1） 科目構成を変更し、「コミュニケーション英語基礎（標準単位

数2）」、「コミュニケーション英語Ⅰ（標準単位数3）」、「コミュニ

ケーション英語Ⅱ（標準単位数4）」、「コミュニケーション英語Ⅲ

（標準単位数4）」、「英語表現Ⅰ（標準単位数2）」、「英語表現Ⅱ（標準

単位数4）」、「英語会話（標準単位数2）」の7科目とした。

　（2） 「コミュニケーション英語Ⅰ」については、すべての生徒に履修

させる科目とした。

　（3） 指導する語彙数を1,800語とした。

　（4） 文法については、中学版と同様に「コミュニケーションを支え

るもの」であることが明示され、あわせて「言語活動と効果的

に関連付けて指導すること。」とされた。また、すべての事項を

「コミュニケーション英語Ⅰ」で扱うものとした。

　（5） 授業は英語で行うことを基本とする、とされた。

　（1）については、以下の「図1」（6）に示されている通り、現行版では

「オーラル・コミュニケーションⅠ（標準単位数2）」、「オーラル・コミュ

ニケーションⅡ（標準単位数4）」、「英語Ⅰ（標準単位数3）」、「英語Ⅱ（標準

単位数4）」、「リーディング（標準単位数4）」、「ライティング（標準単位数

4）」となっているのを大幅に変更したものである。

　（1） 授業時数が従来の「週当たり3時間」から、「週当たり4時間」に

増加となった。

　（2） 指導する語彙数が、「900語程度まで」から「1,200語程度」と

なった。

　（3） 「目標」において、「読むこと、書くこと」が加えられ、「実践的

コミュニケーション能力」という表現が「コミュニケーション

能力」になった。

　（4） これまで関係代名詞等について、「理解の段階にとどめること」

とあった、いわゆる「はどめ規定」については廃止となった。

　（5） 言語活動の4技能の各指導項目については、現在の4項目が5項目

となった。

　（6） 文法については、「コミュニケーションを支えるもの」であるこ

とが明示され、「言語活動と効果的に関連付けて指導すること。」

とされた。

　（1）授業時数については、1977（昭和52）年版で週当たり3時間に制

限されたものが、1989（平成元）年版では週3～4時間と弾力化された。

しかしながら、1998（平成10）年版では、必修教科化と引き換えの形

で、再度、週当たり3時間に戻される。今回、全学年にわたり週4時間が

実現することになった。

　（2）については、次節で詳しく論じることにする。

　（3）現行版では「聞くこと、話すことなどのコミュニケーション能力の

基礎を養う」となっているのに対し、新版では、「読むこと、書くこと」

がさらに加えられている。これは、小学校において「外国語活動」が導入

され、音声面の指導が、小学校段階で一定程度行われることを前提にし

てのものであると述べられている。また、「実践的コミュニケーション能

力」については、「コミュニケーション能力はそうした実践性を当然に伴

うものであることを踏まえ、今回は単に『コミュニケーション能力』とし

た。」（2008（平成20）年3月告示版『中学校学習指導要領解説　外国語

編』p.7）と述べられている。

　（4）学習指導要領は「最低基準」と位置づけられたため、学校や生徒の

実態に応じて指導要領の範囲を超えて教えることも、公に認められるよう

になった。

　（5）言語活動の指導事項について、たとえば「聞くこと」では、概要や
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　（1）中学校

　これまでの学習指導要領において、取扱いが規定された語彙数について

は、以下のようになる。

　1977（昭和52）年告示版までは、学年ごとに取扱うべき語彙数が示さ

れていたが、1989（平成元）年告示版以降は、3学年分をまとめて示すよ

うになった。中学校においては、取扱うべき語彙数全体についてはおおむ

ね1,000語前後で推移してきている。2008（平成20）年告示版では、週

当たり4時間の授業時数が確保されることになったため、1,200語程度と

若干の増加を見ている。「特に指定された語」については、500語前後で

推移してきたが、1998（平成10）年告示版で100語となり、2008（平

成20）年告示版では指定そのものがなくなっている。

　（2）については、現行版では「オーラル・コミュニケーションⅠ（標準

単位数2）」か「英語Ⅰ（標準単位数3）」のどちらかを履修、となっている

のを変更したものである。

　（3）については、次節で詳しく取り上げる。

　（4）については、現行版では、「言語材料の分析や説明は最小限にとど

め、実際の場面でどのように使われるかを理解し、実際に活用すること重

視すること。」となっているが、これにさらに新しく付け加えられたもの

である。また、言語材料については、「目標を達成するのにふさわしいも

のを適宜用いて行わせる。」となっているのを、全事項必修に変更したも

のである。新しい「コミュニケーション英語Ⅰ」の授業および検定済教科

書においては、指導要領に示されているすべての文法事項を網羅すること

が求められる。

　（5）については、生徒が英語に触れる機会を増やし、授業を実際のコ

ミュニケーションの場面とするため、としている。

4．学習指導要領における語彙の扱い
　本節では、これまでの学習指導要領における語彙の扱いを、（1）中学

校、（2）高等学校、（3）両者の総計という3通りに分けて示す。

図1　高等学校外国語科の科目構成

表1　中学校学習指導要領において取扱いが規定された語彙数
告示年 新語数 特に指定された語

1958（昭和33）年告示版 1,100 ～ 1,300 「別表1」に520語が指定
1969（昭和44）年告示版  950 ～ 1,100 「別表1」に513語が指定
1977（昭和52）年告示版  900 ～ 1,050 「別表1」に490語が指定
1989（平成元）年告示版 1,000 「別表2」に507語が指定
1998（平成10）年告示版  900 「別表1」に100語が指定
2008（平成20）年告示版 1,200 指定なし
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　上限を見ると、最も多かったのが「中1969／高1970年」告示版の

4,700語で、それ以降は2,700～3,000語程度で推移している。

　今回の改訂において、語彙については、文部科学省（以下文科省）は、

以下のような「図2」（7）を示して、語彙数の充実をはかったとしている。

（図中の「コミ」は、「コミュニケーション英語」の略。）

　「コミュニケーション英語Ⅰ」で400語、「コミュニケーション英語Ⅱ」

で700語、「コミュニケーション英語Ⅲ」で700語の計1,800語で問題は

ないと思われるが、現行の版については、なぜか「英語Ⅱ（500語）」を

「リーディング（900語）」に含まれるものとして示しており、高校3年間

で学習する新語数を、「英語Ⅰ（400語）」＋「リーディング（900語）」で

計1,300語と見積っている。

　この点について、現行の学習指導要領を見ると、以下のように規定され

ている。

　・「英語Ⅱ」

　「語は、『英語Ⅰ』の内容の（3）のイに示す新語の数に500語程度まで

の新語を加えるものとし、連語は基本的なものを選択して指導する。」（8）

・「リーディング」

　「語は、『英語Ⅰ』の内容の（3）のイに示す新語の数に900語程度まで

の新語を加えるものとし、連語は基本的なものを選択して指導する。」（9）

　（2）高等学校

　これまでの学習指導要領において、取扱いが規定された語彙数について

は、以下のようになる。

　1960（昭和35）年告示版と1970（昭和45）年告示版の「英語A」は、おも

に就職を希望する生徒のための科目、「英語B」はおもに進学を希望する生徒

ための科目と位置付けられている。語彙数の総計を見ると、1960（昭和35）

年告示版と1970（昭和45）年告示版の上限が3,600語であったのに対し、そ

れ以降は、1,800～1,900語程度で推移しているのがわかる。なお、1999（平

成11）年告示版における語彙数について、文科省は1,800語ではなく、1,300

語という見解を示している。この点については、次項で詳しく取り上げる。

　（3）中学校と高等学校で扱うべき新語数の総計

　先の「表1（中学校）」と「表2（高等学校）」に示された扱うべき新語数

の総計をまとめると以下のようになる。

表3　中学校と高等学校で扱うべき新語数の総計
告示年（西暦） 中学校 高等学校 総計

中1958／高1960年 1,100 ～ 1,300 1,500 ～ 3,600 2,600 ～ 3,900
中1969／高1970年  950 ～ 1,100 1,200 ～ 3,600 2,150 ～ 4,700
中1977／高1978年  900 ～ 1,050 1,400 ～ 1,900 2,300 ～ 2,950

中・高1989年 1,000 1,900 2,900

中1998／高1999年  900 1,800（文科省は
1,300という見解）

2,700（文科省は
2,200という見解）

中2008／高2009年 1,200 1,800 3,000

図2　語彙数について

表2　高等学校学習指導要領において取扱いが規定された語彙数
告示年 新語数（科目） 新語数（総計）

1960（昭和35）年
告示版

英語A  1,500
英語B  3,600 1,500 ～ 3,600

1970（昭和45）年
告示版

英語A  1,200 ～ 1,500
英語B  2,400 ～3,600 1,200 ～ 3,600

1978（昭和53）年
告示版

英語Ⅰ  400 ～ 500
英語Ⅱ  600 ～ 700
英語ⅡB  400 ～ 700

1,400 ～ 1,900

1989（平成元）年
告示版

英語Ⅰ  500
英語Ⅱ  500
リーディング  900

1,900

1999（平成11）年
告示版

英語Ⅰ  400
英語Ⅱ  500
リーディング  900

1,800
（文科省は1,300と

いう見解）

2009（平成21）年
告示版

コミュニケーション英語Ⅰ  400
コミュニケーション英語Ⅱ  700
コミュニケーション英語Ⅲ  700

1,800
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5.学習指導要領における語彙の取扱いの問題点
　これまで、学習指導要領における語彙の取扱いについてまとめてきた。

新学習指導要領の語彙数の提示の仕方の問題については、第4節で指摘し

た通りであるが、中学、高校では、いったいどのくらいの数の語彙を指導

したらよいのか、また、どのような語彙を実際に指導すべきかが、常に大

きな問題として存在しているように思われる。基本的には、指導要領を踏

まえて編集されている、検定済教科書に掲載されている語彙を中心に指導

することになるわけであるが、指導要領ではおおまかな数のみが示されて

いるのみであるので、実質的にはどの出版社のどの教科書を使用するかに

よって、生徒たちが遭遇する語彙が大きく異なっている、ということは前

節においても指摘した。

　少し前の研究となるが、川又（1997）では当時の中学校検定済教科書

について、507語の「必須語」以外の語については、教科書により大きな

ばらつきがあること、また、リーダビィリティの公式を用いて計算をする

と、高校で使用されている教科書は、中学校の教科書との間に、英語の母

語話者換算で3学年分のギャップがあることを指摘している。さらに、そ

の先にある大学入試では、特に国公立大学の2次試験や、難関といわれる

私立大学の問題で、学習指導要領で規定されている内容をはるかに上回る

語彙を含む長文が出されていることも述べている。この状況については、

現在もあまり変わるところはない、と言ってよいだろう。つまり生徒たち

は、中学校と高校の語彙のレベルの差だけでなく、高校と大学入試のレ

ベルの差も、何らかの形で埋めていかなければならない、ということで

ある。学習指導要領に基づいて編集された検定済教科書を勉強しただけで

は、入試に合格できない場合があるということについては、入試問題を作

成する大学教員の側にも大きな責任があり、早急な改善の検討が必要であ

る。やさしくすると皆が高得点となって合否を判定できない、というので

あれば、英語以外のところで、表現力やコミュニケーション能力、知的思

考力を図るようにすればよいのではないか。大学入試センター試験で一定

の得点以上を取っていれば、それで（英語のような異言語の）合格の最低

基準は満たしている、と考えるのも一つの方法であろう。

　また、新学習指導要領においては、「運用度の高いものを用い、活用す

ることを通して定着を図るようにすること」（11）となっているが、これは、

「コミュニケーション能力の養成」という指導要領の最も基本的な理念を

踏まえてのものと考えられる。確かに、話し言葉と書き言葉の違いが少な

い中学レベルにおいてはこのようにすることも可能であろうが、知的な内

　「『英語Ⅰ』の内容の（3）のイに示す新語の数」とは、中学校で学習し

た語（900語）に400語程度の新語を加えた数、すなわち1,300語程度の

新語とされている。

　文科省の考え方としては、「英語Ⅱ（500語）」も「リーディング（900

語）」も、「英語Ⅰ」という科目の新語に加算されるものであるから、「英語

Ⅰ」を基礎にすれば、「英語Ⅰ（400語）」＋「リーディング（900語）」と

なり、「リーディング（900語）」の中に「英語Ⅱ（500語）」も含まれるこ

とになる、ということになろう。

　しかしながら、このような説明は、実態をきちんと反映したものはなっ

ていない。というのも、そもそも高校の学習指導要領において規定されて

いるのは、新語の「数」のみであり、（1998（平成10）年告示版まであっ

た）中学校の「別表」のような、具体的な単語そのものを列挙したリスト

がないからである。

　したがって、「英語Ⅱ」と「リーディング」で異なる出版社の教科書を

使用するような場合、「リーディング（900語）」の中に、「英語Ⅱ（500

語）」がすべて含まれることになるわけではない。選定される語彙は、各

教科書会社のそれぞれの教科書編集担当者の裁量によるものであり、むし

ろ「ばらつき」があるのが実態である。さらに言えば、文科省がその算出

の基礎としている「『中学（900語）』＋『英語Ⅰ（400語）』＝1,300語」

という公式も、中学校6社6点、高校「英語Ⅰ」16社36点が発行されてい

る現状（10）においては、中学校の基本語100語を除いては、生徒たちが遭

遇する語彙は、どの出版社のどの教科書を使用するかによって、大きく異

なっているというのが現状なのである。

　このように見てくると、現行の高校の課程で生徒たちが学習する新語

は、文科省の示す「『英語Ⅰ（400語）』＋『リーディング（900語）』＝

1,300語」ではなく、「『英語Ⅰ（400語）』＋『英語Ⅱ（500語）』＋『リー

ディング（900語）』＝1,800語」と見積るべきものであることがはっきり

としよう。

　今回の改訂で実質的に増えたのは中学校の300語分（900語→1,200

語）のみであり、高校の課程においては変わらない（1,800語）、という

ことを改めてここで指摘しておきたい。文科省の図示は、扱うべき語彙数

が増えたことを、実際とは異なった形で強調するものとなってしまってお

り、より誤解を招かない、わかりやすい形での提示が求められよう。
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註
　（１）　 中学校学習指導要領については文部科学省（2008）、高等学校学習指導要領に

ついては文部科学省（2010）による。

　（２）　 歴代の学習指導要領については、大村他（編）（1980）、国立国語研究所内戦

後教育改革資料研究会（編）（1980a、1980b）、文部省（1989a、1989b、
1999a、1999b）を参照した。

　（３）　 本節の記述は、川又（2011）のpp.38-42をもとに一部加筆修正を施したもの

である。

　（４）　 「『21世紀日本の構想』懇談会」の報告書（2000年1月18日発表）によっ

て提案された。詳しくは、＜http://www.kantei.go.jp/jp/21century/
houkokusyo/index1.html＞を参照。

　（５）　 文部科学省のホームページ＜http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/
chousa/shotou/020/sesaku/020702.htm#plan＞を参照。（2002年7月12
日発表）

　（６）　 文部科学省＜http:/ /www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/
news/081223/014.pdf＞による。

　（７）　 文部科学省 ＜http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/
news/081223/014.pdf＞による。

　（８）　 文部省（1999b）pp.54-55から。

　（９）　 文部省（1999b）p.63から。

　（10）　 小串（2011）p.20による。

　（11）　 文部科学省（2008）p.34 およびp.49による。

　（12）　 Cummins（1980）による。

　（13）　 英語を第2言語、あるいは外国語として学ぶ学習者のために編集された

Longman Dictionary of  Contemporary English（5th edition）,Longman,2009において

は、すべての見出しの単語が、2,000語の定義語（defining vocabulary）で説明

されている。

参考文献
江利川春雄　（2009）.『英語教育のポリティクス―競争から共同へ―』三友社出版

大村喜吉・高梨健吉・出来成訓（編）（1980）.『英語教育史資料1　英語教育課程の変

遷』東京法令出版

小串雅則　（2011）.『英語検定教科書　制度、教材、そして活用』三省堂

川又正之　（1996）.「『訳読』再考―高校リーディング指導における『英文和訳』の役割

について」『外国語教育論集』第18号、pp.75-96.筑波大学外国語センタ―

川又正之　（1997）.「高校生の語彙習得の実態から見た日本の英語教育における語彙指

導の問題点について」『外国語教育論集』第19号、pp.103-128.筑波大学外国語セ

ンタ―

川又正之　（2008）.「日本の英語教育における英語帝国主義のイデオロギー（1）―『学

習指導要領』」『外国語教育論集』第30号、pp.61-73.筑波大学外国語センタ―　

川又正之　（2009）.「日本の異言語教育政策を考える（1）―新学習指導要領から見た問

題点について」『敬和学園大学研究紀要』第18号、pp.139-150.敬和学園大学 
川又正之　（2011）.「新学習指導要領の批判的考察（1）―文法」『外国語教育論集』第

33号、pp.37-50.筑波大学外国語センタ―

容を持つ高度な英文を中心とした高校の教科書の場合は、どうしても内容

理解に重点を置かざるをえなくなり、実際の活用まで持っていくことは容

易ではない。平成25年度以降の高校の「コミュニケーション英語」の授

業が実際にどのようなものになっていくのかは、現段階でははっきりとし

たことは言えない状況にあるが、読んだり、聞いたりした時に理解できれ

ばよい「理解語彙（recognition vocabulary）」と、話したり、書いた

りする時にも使用できる「発表語彙（production vocabulary）」をきち

んと分けて指導することが必要であろう。BICS（Basic Interpersonal 

Communicative Skills）（日常伝達能力）とCALP（Cognitive/

Academic Language Proficiency）（認知学習言語能力）（12）はどちらも

大切な能力であり、語彙指導の在り方についても、どのようなコミュニ

ケーション能力をつけさせるか、といった目標や、教えている生徒たちの

ニーズや実態とあわせて考えていくことが求められよう。

おわりに
　これまで、語彙の指導については、検定済教科書の新出語と大学受験に

出題される単語が絶対のものとして存在し、教師も生徒も、それらをいか

に多く覚えるか、ということにエネルギーが注がれてきたように思われ

る。しかしながら、語彙は本来、学習者の将来の必要性や興味・関心に応

じて学ばれるべきものであり、現在の中学校、高等学校における指導は、

かなり歪んだものとなってしまっている部分があることは否定できない。

　学習指導要領が、これまで、教える語彙について、あまり細かな指定を

せず、大枠のみを示してきたのは、ある意味では評価できる。というの

は、学習指導要領そのものが強い法的拘束力を有しており、教科書編集や

現場での教育実践に大きな影響力を持っているからである。

　しかしながら、中学生、高校生が学ぶべき基本的な語彙（おもに発表語

彙）については、EGP（English for General Purpose）の観点から、

LDCEの“defining vocabulary”（13）のような形でできるだけ共通化して

リストのようなもので示し、それ以外の語を大学入試で出題するような場

合は必ず注をつける、あとは生徒の興味・関心に応じて自由に学べるよう

にする、といった改善が、これからの語彙指導の一つの方向性を示してい

るのではないだろうか。

　語彙の指導は、今後、入試に必要な「量」的側面だけでなく、ひとりひ

とりの学習者の必要性を踏まえたコミュニケーション能力の育成という

「質」的な観点からも、再検討される必要があると考えられよう。



118 119

国立国語研究所内戦後教育改革資料研究会（編）（1980a）.『文部省学習指導要領　19  
外国語編（1）』　日本図書センター

国立国語研究所内戦後教育改革資料研究会（編）（1980b）.『文部省学習指導要領　20  
外国語編（2）』　日本図書センター

文部省（1989a）.『中学校指導書　外国語編』　開隆堂出版　

文部省（1989b）.『高等学校学習指導要領解説　外国語編・英語編』　教育出版

文部省（1999a）.『中学校学習指導要領解説　外国語編』　東京書籍　

文部省（1999b）.『高等学校学習指導要領解説　外国語編・英語編』　開隆堂出版

文部科学省（2008）.『中学校学習指導要領解説　外国語編』　開隆堂出版　

文部科学省（2010）.『高等学校学習指導要領解説　外国語編・英語編』　開隆堂出版

Cummins, J. （1980）.The cross-lingual dimensions of  language proficiency：Implications for 

bilingual education and the optimal issue. TESOL Quarterly, 14, 175-188.

英語・米語のことわざと日本の俚
り

諺
げん

との比較について

北　嶋　藤　鄕　　

はじめに
　古代の修辞家は、俚

り

諺
げん

を釈して、「作者なき格言なり」（A saying 

without an author）といった。諺は人類の知恵の結晶であり、民族の

文化の濃縮されたものともいえる。短い文章の中に奥深い内容が詰め込

まれている。長い歳月を経て、多くの人々の頭脳によって磨かれた巧みな

表現は、最も短い文芸作品でもある。その中には、人間の諸事万端、ある

いは哲学的考察までもが入っている。ギリシャの哲学者・アリストテレス

は、紀元前300年代にすでに、諺を「手軽にして、受用し易きために、滅

亡の悲運を免れし古智識の断片なり」と定義した。

　日本人は、総じてあまり話術にたけた国民ではなく、多弁を戒め、沈黙

を最大限に評価する。その文化は、「沈黙は金」（Silence is golden.）を

評価し、沈黙は言葉以上に多くを語ると考えている。西洋人の「雄弁は

銀」（Speech is silver.）をよしとする文化と対極的な考え方である。（「多

言は銀なり、沈黙は金なり」の実際の諺の起こりは、19世紀中頃のドイ

ツとされている。）

　日本人は話す時、とりわけものを書くとき、簡潔な文章を好む。教訓を

含んだ警句風なものであれば、あるほどよしとされる。それゆえに、諺や

俳句が好まれるのである。

　愚者は、己の思想の貧困さを隠蔽するために、多種多様な言葉を弄ぶ。

真の叡智は、古くから伝えられた少ない言葉（諺）の中にこそ見出される

のである。

　しかし諺を理解することは、たいへん難しい。一般的に、個々の諺の起

源を求めることも難しい。難しいというよりは、特殊すぎるといったらよ

いのか、はっきりとしないけれど、とにかく厄介である。この厄介を乗り

越えるためには、筆者の観るところでは、諺を「可能な限り歴史的な流

れ」のなかに置いて理解することである。それぞれの諺の表現や主張が歴

史的に秩序づけられて、在るべき位置におかれると、なるほどと理解しや

すい。諺が如何なる時期に、誰によって作られたかを知ることは、観賞

批判する上に重要な発言権をもつので、われわれは、常に“歴史の眼”を




